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下水道経営戦略素案

修正後

ページ
該当箇所 修正後 修正前（第４回審議会） 修正理由

目次 

１Ｐ 第２章 1 公共下水道事業の概要 公共下水事業の概要 文言整理

〃 第３章 公共下水道事業の将来環境 公共下水事業の将来環境 文言整理

２Ｐ 目次 

経営戦略の概略図

図を追加  意見反映



修正箇所一覧表 

2 

修正後

ページ
該当箇所 修正後 修正前（第４回審議会） 修正理由

第１章 

３Ｐ 策定の背景 近年の下水道事業を取り巻く環境とし

て、将来的な人口減少や耐用年数を迎

える施設の増加、近年増加している激

甚災害への対策など、… 

更に、本市の下水道施設においても、

老朽化の進行に伴う施設の更新投資

や、防災・減災を目的とした施設の改

修といった費用の増加が見込まれるな

ど、経営環境は厳しさを増しています。

住民の日常生活に欠かせない重要なイ

ンフラとしてサービスの提供を果たし

ている下水道事業ですが、下水道事業

を取り巻く環境として、将来的な人口

減少や下水道施設の耐用年数を迎える

施設の増加に伴う更新改築の増加、近

年増加している激甚災害への対策な

ど、… 

更に、本市の下水道施設においても、

老朽化の進行に伴う設備の更新投資

や、近年増加している激甚災害に伴い、

防災・減災を目的とした施設の改修と

いった費用の増加が見込まれるなど、

経営環境は厳しさを増しています。 

このような中、住民の日常生活に欠

かせない重要なサービスの提供を果た

している下水道事業を含む地方公営企

文言整理
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そこで、本市においても、自らの経営

状況を的確に把握するため、令和 2

（2020）年 4 月 1 日より地方公営企

業法のうち財務に関する規定のみ適用

する、いわゆる財務適用を行いました

が、… 

業が、将来にわたり安定的にサービス

の提供が可能となるよう、地方公営企

業法の適用や、中長期的な経営計画で

ある「経営戦略」の策定が総務省より

求められたところです。 

本市においても、自らの経営状況を的

確に把握するため、令和2（2020）年

4 月 1 日より地方公営企業法のうち財

務に関する規定のみ適用する、いわゆ

る一部適用を行いましたが、… 

5Ｐ （３）計画の期間 図を修正  文言整理
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修正後

ページ
該当箇所 修正後 修正前（第４回審議会） 修正理由

第２章 

６Ｐ １．公共下水道事業の概要 １．公共下水道事業の概要 １．公共下水事業の概要 文言整理

６Ｐ 公共下水道事業の概要 用語説明を追加  文言整理

９Ｐ （２）使用料についての

考え方 

越谷市の使用料体系は基本料金と超過

料金で構成される体系となっていま

す。 

越谷市の使用料体系は基本使用料と従

量使用料で構成される体系となってい

ます。 

文言整理

〃 （３）使用料の状況 下水道使用料 下水道料金 文言整理

１１Ｐ 主な事務分掌 主な事務分掌 

その主な事務分掌は次のとおりです。

主な職務分掌 

その主な分掌事務は次のとおりです。

文言整理

１２Ｐ （２）職員の状況 再任用短時間勤務職員 再任用時短職員 文言整理

１３Ｐ （１）施設の状況 これらの施設の健全性を維持するた

め、… 

計画的に施設の維持、更新に取り組ん

でまいります。 

施設の維持、更新に取り組んでまいり

ます。 

文言整理

１５Ｐ （３）長寿命化の状況 画像を追加  構成整理

１６Ｐ （４）耐震化の状況 （浦安震災アーカイブより） 文言整理

２４Ｐ 比較団体一覧 ⑦中核市平均 ⑦中核市内平均 誤字脱字修正 
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２５Ｐ ・人口普及率 下水道施設の普及状況や施設への投資

状況を示す指標です。 

下水道施設の普及状況や施設への投資

状況を示す指標であり、地域特性等も

ありますが、一般的に指標が低ければ

将来的に多くの投資が必要となりま

す。 

文言整理

２８Ｐ 経費回収率 地方公営企業法の財務適用を受けて令

和 2（2020）年度決算見込みでは

102.3％を見込んでおります。企業会

計移行により従来から経費回収率の算

定方法が変更となりました。そのた

め、今後は経費回収率のみでの判断で

はなく、収支バランスや財務諸表全体

での健全性向上に取り組む必要があり

ます。 

文言整理
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修正後

ページ
該当箇所 修正後 修正前（第４回審議会） 修正理由

第３章 

３１Ｐ 第３章 公共下水道事業の

将来環境 

公共下水道事業の将来環境 公共下水事業の将来環境 文言整理

３２Ｐ 有収水量の見通し 令和元（2019）年度は 27,455千㎥

となっており、平成 26（2014）年度

の 26,814千㎥から 

令和元（2019）年度は 27,455㎥と

なっており、平成26（2014）年度の

26,814 ㎥から 

誤字脱字修正 

３４Ｐ 組織の見通し 本市の上水道事業は越谷・松伏水道企

業団が運営しており、 

本市の上水道事業は一部事務組合であ

る越谷・松伏水道企業団が運営してお

り、 

文言整理

〃 施設の見通し ・管渠（雨水管）：4億円～12 億円 ・管渠（汚水管）：4億円～12 億円 誤字脱字修正 

３５Ｐ 繰入金の見通し 運営補助にかかる基準外繰入金は計上

しない事業経営を目指します。 

運営補助にかかる基準外繰入金は計上

しない見通しとなっています。 

文言修正 

〃 事業経営の見通し 表を修正  意見反映

時点修正 
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修正後

ページ
該当箇所 修正後 修正前（第４回審議会） 修正理由

第５章 

４０Ｐ 起債借り換え 補償金免除繰上償還制度 保証金免除繰上償還制度 誤字脱字修正 

４１Ｐ 収納増加への取り組み 

・収納対策 

賦課現年度における収納率は概ね

98.7％前後となっています。 

賦課現年度における収納率は概ね

98％前後となっています。 

文言整理

〃 （３）適正な料金体系に

ついて 

今後の見通しを踏まえ、適正な事業運

営として、現預金が不足しないこと、

且つ、現金ベースにおける収支（令和

3（2021）年度～令和 7（2025）年

度の５年間）の平均が黒字となること

とし、試算を行っております。

今後の事業経営の見通しを踏まえて試

算した結果、今後 5年間の料金算定期

間において平均 10.8％の改定が必要

と考えられます。（適正な事業運営とし

て、現預金が不足しないことこと、且

つ、現金ベースにおける収支の令和 3

（2021）年度～令和7（2025）年度で

の平均が黒字となることを仮定する。）

文言修正 

〃 ・改定を行った場合の収支

見通し

表を修正  意見反映

時点修正 

４２Ｐ 料金収入 ・適正な料金体系への見直しを行った

ものとして推計

・適正な料金体系への見直し（平均
10.8％の改定）を行ったものとして
推計。

文言修正 
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４２Ｐ 長期前受金戻入 過年度実績に基づき繰入割合を乗じた

金額を毎年度収益化するものとして推

計 

一定の繰入割合（18%)を乗じた金額

を毎年度収益化するものとして推計

文言整理

４３Ｐ 職員給与費 ・令和 2（2020）年度（予算）の金

額が継続するとして推計 

・基本給は、2020 年度（予算）の金
額が継続するとして推計 
・その他は、2020 年度（予算）の金

額が継続するとして推計 

文言修正 

〃 減価償却費 ・資産ごとの耐用年数に基づいて推

計。なお、将来の投資額は、ストック

マネジメント計画に基づいて推計 

・現在保有している資産は、資産ごと
の耐用年数に基づき、機械的に減価償
却費を推計。今後の投資分は、資産種
別の耐用年数に基づき減価償却費を推
計。なお、投資額は、ストックマネジ
メントに基づく。

文言整理

〃 経費 流域下水道維持管理負担金 流域下水道管理運営費負担金 文言整理

〃 特別損益 ・臨時的に発生するものであるため、

発生しないものとして推計 

臨時に発生するものであるため、試算

していません。 

文言整理

44P 企業債 ・償還期間は、管渠施設などは 30年

（5年据置）、電気設備及び機械は原

則 15年（3年据置）、 

・償還期間は、管渠は30年（5年据

置）、施設15年（3据置）、機械 10

年（1年据置）、

文言整理

〃 国庫補助金 国庫補助金 国（都道府県）補助金 文言整理
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・国庫補助事業に係る建設改良費の

50%を賄うとして推計 

・建設改良費の 50%を賄うとして推

計 

４５Ｐ 建設改良費 ・計画（ストックマネジメント計画、

総合地震対策計画）や流域建設負担金

の見込みに基づき推計 

・ストックマネジメント計画及び総合

地震対策計画では、段階的に金額を引

き上げて投資を行う計画（9～13億

円）として推計

・計画（ストックマネジメント計画、
耐震化計画）や県からの建設負担金に
基づき推計 
・ストックマネジメント計画は、一定
の予算制約（9億～13億）に基づき
段階的に金額を引き上げて投資を行う
計画 
・耐震化計画は、汚水については各年
度に1億円程度、雨水については
2021 年度及び 2022 年度に３～5億
円程度の投資を行う計画

文言整理

４６Ｐ （２）収益的収入・支出の 

シミュレーション 

表を修正 時点修正 

４７Ｐ （３）資本的収入・支出の 

シミュレーション 

表の修正 時点修正 
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修正後

ページ
該当箇所 修正後 修正前（第４回審議会） 修正理由

第７章 

４９Ｐ 経費回収率 令和２年度以降については、地方公営

企業法の財務適用、企業会計への移行

により、従来とは経費回収率の算定方

法が変更となるため健全性を見るにあ

たっては、経費回収率のみではなく、

収支バランスや財務諸表全体で判断す

ることが求められます。 

文言整理

５０Ｐ 水洗化率 公共下水道利用人口÷処理区域内人口

×100（％） 

現在水洗便所設置済人口÷現在処理区

域内人口×100（％） 

文言整理

  〈削除〉 出納整理期間 文言整理

５０Ｐ 調定件数 下水道料金の請求にあたり検針を行っ

た件数を示します。 

下水道料金の請求対象となるメーター

の取付数をさします。 

文言整理

５１Ｐ 流域下水道維持管理負担金 流域下水道維持管理負担金 流域下水道管理運営費負担金 文言整理
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答申案 

修正後

ページ
該当箇所 修正後 修正前 修正理由

-２- 18 行目（下２行） 専門的な見地や、市民としての視点、

さらには、パブリックコメントの結果

を踏まえ、審議を重ねた結果、別冊の

計画は妥当な内容のものと認める。 

専門的な見地や、市民としての視点、

さらには、パブリックコメント制度に

おける市民等の幅広い意見を踏まえ、

審議を重ねた結果、別冊の計画は妥当

な内容のものと認める。 

パブリックコメ

ントの結果に伴

う修正 


